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1. 平成25年12月期の連結業績（平成25年1月1日～平成25年12月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

25年12月期 21,114 11.5 521 71.3 528 60.3 288 36.5
24年12月期 18,934 20.1 304 36.5 329 27.2 211 18.4
（注）包括利益 25年12月期 640百万円 （85.0％） 24年12月期 345百万円 （97.2％）

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利益

率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

25年12月期 39.43 38.75 6.9 4.4 2.5
24年12月期 28.90 28.56 5.6 3.3 1.6
（参考） 持分法投資損益 25年12月期 1百万円 24年12月期 △1百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

25年12月期 13,498 4,519 33.2 610.67
24年12月期 10,383 3,928 37.6 533.65
（参考） 自己資本 25年12月期 4,483百万円 24年12月期 3,901百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

25年12月期 817 △270 △50 3,550
24年12月期 451 △327 △50 3,054

2. 配当の状況 

 

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

24年12月期 ― 0.00 ― 10.00 10.00 73 34.6 1.9
25年12月期 ― 0.00 ― 15.00 15.00 110 38.0 2.6
26年12月期(予想) ― 0.00 ― 15.00 15.00 35.5

3. 平成26年12月期の連結業績予想（平成26年 1月 1日～平成26年12月31日）  
（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 10,524 23.9 75 △59.6 80 △58.7 42 △65.0 5.73
通期 23,354 10.6 540 3.6 541 2.5 310 7.5 42.23



※ 注記事項 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無 

(2) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

新規 ―社 （社名） 、 除外 ―社 （社名）

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更  ： 無
②①以外の会計方針の変更  ： 無
③ 会計上の見積りの変更  ： 無
④ 修正再表示  ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 25年12月期 7,864,000 株 24年12月期 7,864,000 株
② 期末自己株式数 25年12月期 522,623 株 24年12月期 553,323 株
③ 期中平均株式数 25年12月期 7,311,686 株 24年12月期 7,310,707 株

（参考）個別業績の概要 

平成25年12月期の個別業績（平成25年1月1日～平成25年12月31日） 

 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

25年12月期 20,983 11.1 493 71.7 519 62.3 282 37.6
24年12月期 18,888 20.0 287 34.6 320 28.8 205 30.4

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

25年12月期 38.59 37.92
24年12月期 28.04 27.71

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

25年12月期 13,452 4,536 33.5 612.92
24年12月期 10,402 3,952 37.7 536.83
（参考） 自己資本 25年12月期 4,499百万円 24年12月期 3,924百万円

※ 監査手続の実施状況に関する表示 
・この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続の対象外であり、この決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく監査手続は終了していま
せん。 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
・本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、実際
の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる仮定等については、添付資料３ページ「１.経営成績（１）経営成績に関する
分析 ２ 次期の見通し」をご覧ください。 
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１．経営成績・財政状態に関する分析 

(1）経営成績に関する分析 

  ①当連結会計年度の経営成績 

当連結会計年度におけるわが国経済は、2012年末に短期サイクルの底を迎えた中、新たなる局面に入ってきてお

ります。OECDの景気先行指数においても日本の景気先行指数は2010年から横這い圏の動きが続いて伸び悩んでおった

ものの、2012年8～10月（99.9）を底に上昇に転じて、2013年末には2006年の天井にほぼ並んでおります。また内閣

府の景気ウォッチャー調査においても現状判断指数、並びに先行判断指数共に50超が定着しつつある局面になってき

ております。今後企業部門主導で上昇していく局面が見込まれております。また、当社の取引先と関連が深い小売、

飲食業界においても同様の動きが見られ、第３次活動指数にも表れているように、緩やかなものの上昇トレンドに入

りました。 

今後、安倍内閣の下で脱デフレ・日本経済再生を目標とする『金融緩和、財政政策、成長戦略』が実施され、米

国・新興国を中心とする世界経済の回復もあって、日本経済・株式市場は長期低迷を脱却して本格的な拡大・上昇局

面に入りつつあります。日銀は今後２年間でマネタリー・ベース残高を２倍に拡大することを表明していることか

ら、株式市場は上昇基調が続き、街角景気判断DI（現状判断指数・先行き判断指数）は55超が定着して2000年代を上

回る局面が見込まれます。 

そのような環境の中、当社グループは対処すべき課題である「主要マーケットにおける競争力強化と力を活かせ

るマーケットを開拓し、どのような環境下においても会社として成長していける基盤を構築すること」の実現に向

け、顧客数やメンテナンス店舗数の増大ならびに、それに伴う売上高の増大に向け、注力して参りました。 

以上の結果、当連結会計年度の業績は、売上高211億１千４百万円（前期比11.5％増）、営業利益５億２千１百万

円（前期比71.3％増）、経常利益５億２千８百万円（前期比60.3％増）、当期純利益２億８千８百万円（前期比

36.5％増）となりました。 

次に、部門別売上高と各部門の営業概況は以下のとおりであります。 

  

 （注） 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  《スーパーマーケット関連部門》 

 当社グループのスーパーマーケット関連部門の主要顧客である飲食料品小売業界に属する中堅企業(中堅チェーン

企業や複数店舗を有する企業)は震災以降、価格に関して上昇傾向にあるとともに、節電意識の高まりから経費の削

減にも繋がっている為、堅調に推移しておりました。全国のスーパーマーケットの状況を表しているスーパーマーケ

ット販売統計調査においても年央は伸び悩む局面があったものの、年末に向け上昇局面に入りました。ただその中に

おいて、企業間の業績の差が大きく見受けられ、その結果、M＆Aによる業界再編が急速に進んでおります。その様な

中、業界における店舗再編の動きが活性化しており、企業の出店・改装意欲は引き続き継続しております。 

 このような状況下、継続的に不動産情報を提供すると共に、自社の蓄積した設計力や技術力を駆使したエンジニア

リングセールスを積極的に展開し、営業活動を行って参りました。また営業、設計、現場管理、メンテナンスという

職種の垣根を越えたチームとしての顧客対応力強化に努め、営業活動を行って参りました。 

 その結果、当連結会計年度の売上高は87億７千８百万円（前期比4.6％増）となりました。 

  

  《フードシステム関連部門》 

2013年、フードシステムに関連する企業の業績は上昇局面でありました。天候等により一時的な伸び悩みがあっ

たものの、飲食店企業の全業態トータルの店舗数は20ヶ月以上前年同期比100％以上を超え、12ヶ月平均においても

２％近い伸びになっており、企業の出店・改装意欲の旺盛さを示しております。このような環境の中、店舗への積極

的な営業活動を進めただけでなく、商業施設のデベロッパーや物流及び加工センターへの営業活動も広めて参りまし

た。 

 以上の結果、当連結会計年度の売上高は107億５千８百万円（前期比16.0％増）となりました。 

  

（単位：千円未満切捨）

区分 
前連結会計年度 

自 平成24年１月１日 
至 平成24年12月31日 

当連結会計年度 
自 平成25年１月１日 
至 平成25年12月31日 

対前連結会計年度比
増減額 

（△は減） 

 対前連結会計
年度比 

 増減率（％）

スーパーマーケット関連部門 8,388,440 8,778,330 389,889 4.6 

フードシステム関連部門 9,273,664 10,758,055 1,484,390 16.0 

保守メンテナンス部門 1,272,848 1,578,106 305,257 24.0 

計 18,934,953 21,114,491 2,179,537 11.5 
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《保守メンテナンス部門》 

店舗メンテナンス事業においては旧来からの店舗設備の機器メンテナンスを充実させるとともに、旧メンテナン

ス部を「CS（カスタマー・サティスファクション）サポート部」と名称を変更し、よりお客様の満足をサポートして

いく部署として進化させる為の動きをしております。その一環として各営業所において、地域密着の営業活動にも力

を入れております。 

 以上の結果、当連結会計年度の売上高は15億７千８百万円（前期比24.0％増）となりました。 

  

   ②次期の見通し 

 次期におけるわが国経済は2014年以降、日本の輸出(外需)は世界経済の回復もあって拡大し、内需は景気対策・金

融緩和策の効果などから持ち直して、日本経済はデフレから脱却して新たな成長局面に入る方向にあると考えており

ます。中・長期では、街角景気判断DI（現状判断指数・先行き判断指数）はマネタリー・ベース残高を映す動きとな

っております。今後、日銀はマネタリー・ベース残高を2015年３月までに２年間で倍増させることから2014年後半以

降は本格的な拡大局面に入り、街角景気判断DI（同）も2014年後半には55超が定着して、2000年代当時を上回る局面

が見込まれます。当社の取引先と関連が深い小売、飲食業界においても同様に強い局面が見込まれます。 

 また名目GDP成長率(前年同期比)とマネタリー・ベース残高との関係をみると、マネタリー・ベース残高が増加に

転じた１～２年後に名目GDP成長率は底入れ・回復しております。2014年度は＋３％台への上昇も見込まれる中、政

府の経済再生政策と日銀の金融政策(量的緩和策、物価目標２％)により、日本経済は新たな成長局面に入り、2020年

の東京オリンピックも押し上げ要因となって、内需も堅調に推移すると考えられます。 

 その様な環境の中、当社を取り巻く環境においては、建材費の値上がりと人件費の上昇もあり、採算を重視するこ

とが肝要な局面に入っていると考えております。  

 2014年は当期において課題となった原価コントロールに関し、更なる改善を図り、収益性も含めステークホルダー

の期待に応える会社として「形を成す」年にして参ります。そして、平成26年12月期は、売上高233億５千４百万

円、営業利益５億４千万円、経常利益５億４千１百万円、当期純利益３億１千万円を見込んでおります。 

  

   （参考資料）事業分野別の売上高 

    当社グループでは事業内容をより明確化するために、事業分野別売上高状況を販売高にて区分しております。 

      販売高の状況及び各事業の概況は、以下のとおりであります。 

  

  

《店舗施設の企画制作事業》 

 当社グループの中心事業である店舗施設の企画制作事業においては「現場力」というキーワードの下、積極的な活

動を進めて参りました。企画・設計・施工に関する現場力を内製化することにより、社内においてチームを組成し一

丸となることで、受注率ならびに粗利率の向上に努めて参りました。昨年度に続き、本年度も受注率に関しては大き

な結果を残すことが出来ました。しかし、粗利率に関する改善は進みましたが、まだ満足できるものではなく、更な

る改善を図って参ります。 

 その結果、当連結会計年度におきましては、151億７千８百万円（前期比8.4％増）の売上を達成することができま

した。 

  

（単位：千円未満切捨）

区分 

前連結会計年度 
自 平成24年１月１日 
至 平成24年12月31日 

当連結会計年度 
自 平成25年１月１日 
至 平成25年12月31日 

金  額  構 成 比（％） 金  額  構 成 比（％）

店舗施設の企画制作事業 14,001,374 73.9 15,178,118 71.9 

商業施設の企画制作事業 1,696,755 9.0 1,284,235 6.1 

食品工場、物流倉庫の企画制作事業 499,185 2.6 846,702 4.0 

店舗メンテナンス事業 1,080,009 5.7 1,125,357 5.3 

省エネ・ＣＯ２削減事業 566,183 3.0 709,438 3.4 

建築事業 1,091,445 5.8 1,970,639 9.3 

計 18,934,953 100.0 21,114,491 100.0 
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《商業施設の企画制作事業》 

 当連結会計年度における商業施設の企画制作事業においては、１つ目の分野である内装管理業務、及び共用部工事

に関しては、今後当社グループが積極的な拡大を図る重要分野の一つとして、活動を進めております。この分野にお

いても本年度は売上高は減少したものの、顧客数は増大しており、将来の基幹分野として拡大に注力して参ります。

また、もう１つの重要な分野である商業施設の建築設備の分野に関しても順調に拡大してきております。 

 その結果、当連結会計年度におきましては12億８千４百万円（前期比24.3％減）の売上となりました。 

  

《食品工場、物流倉庫の企画制作事業》 

 当社の基幹技術である冷凍冷蔵技術を活かす重要分野であります、食品工場、物流倉庫の企画制作事業に関して

は、近年、顧客企業の発注方法が変化してきております。当社グループとしては、ゼネコン、もしくはエンジニアリ

ング会社からの受注を目指し、営業戦略の変更を行いながら、さらなる基幹技術の強化を図るべく、積極的に活動を

行いました。 

 その結果、当連結会計年度におきましては８億４千６百万円（前期比69.6％増）の売上を達成することができまし

た。 

  

《店舗メンテナンス事業》 

 店舗メンテナンス事業においては旧来からの店舗設備の機器メンテナンスを充実させるとともに、旧メンテナンス

部を「ＣＳ（カスタマー・サティスファクション）サポート部」と名称を変更し、よりお客様の満足をサポートして

いく部署として進化させるための動きをしております。その一環として各営業所において、地域密着の営業活動にも

力を入れております。 

 その結果、当連結会計年度におきましては11億２千５百万円（前期比4.2％増）の売上を達成することができまし

た。 

  

《省エネ・ＣＯ２削減事業》 

 東日本大震災以降、省エネルギーへの意識は高まっております。そのような中、2010年に開発した冷蔵ショーケー

スにおける棚下LED照明の出荷も55,000本を超えてきております。また省エネエアコン・レンタル事業も新たなチェ

ーンとの契約も締結し、堅調に推移しております。 

 その結果、当連結会計年度におきましては７億９百万円（前期比25.3％増）の売上を達成することが出来ました。

  

《建築事業》 

 建築事業においては、「建築部」を創設し、建築設計・施工及び耐震診断及び補強工事を中心に受注活動を進めて

参りましたが、この数年間の取り組みによる実績と技術力の積み上げにより、本年度より建築物件の引き合いを多く

頂けるようになり、「建築事業元年」として本格的に始動した年でありました。今後、設計ならびに施工体制をより

充実させ、大きな柱へ成長させていきたいと考えております。 

 その結果、当連結会計年度におきましては19億７千万円（前期比80.6％増）の売上となりました。 
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(2）財政状態に関する分析 

     ①当連結会計年度の資産、負債及び純資産の状況 

（資産の部） 

 当連結会計年度末における資産合計は、134億９千８百万円と前連結会計年度末に比べ31億１千５百万円の増加

となりました。 

流動資産は、95億９千７百万円と前連結会計年度末に比べ24億８千９百万円の増加となりました。これは、受

注の好調による売上債権の増加や前受金の受領に伴う現金及び預金の増加、及び平成26年度以降引渡の大型受注

案件に係るたな卸資産の増加が主な要因であります。 

  固定資産は、39億１百万円と前連結会計年度末に比べ６億２千５百万円の増加となりました。これは、電気設

備工事の専門業者であるニイクラ電工株式会社の株式取得による子会社化に伴うのれんの発生、及び保有株式の

株価上昇による投資有価証券の増加が主な要因であります。 

（負債の部） 

  流動負債は、88億３千８百万円と前連結会計年度末に比べ24億３千２百万円の増加となりました。これは、当

連結会計年度末に引渡した大型案件に係る仕入債務の増加や次年度に引渡し予定の大型案件に係る前受金の増加

が主な要因であります。 

固定負債は１億４千万円と前連結会計年度末に比べ９千２百万円の増加となりました。これは、保有株式の株

価上昇による繰延税金負債の増加が主な要因であります。 

  以上の結果、負債の部は89億７千９百万円と前連結会計年度末に比べ25億２千５百万円の増加となりました。 

（純資産の部） 

  純資産の部は45億１千９百万円と前連結会計年度末に比べ５億９千万円の増加となりました。これは、当期純

利益の計上及びその他有価証券評価差額金の増加が主な要因であります。 

  なお、自己資本比率は33.2％と前連結会計年度末より4.4ポイント減少しております。 

  

   ②連結キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、前連結会計年度に比べ４億９千６

百万円増加し、当連結会計年度末残高は35億５千万円となりました。 

当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

  営業活動による資金の増加は８億１千７百万円（前連結会計年度は４億５千１百万円の増加）となりました。

これは、税金等調整前当期純利益の増加、及び第４四半期連結会計期間に大型案件の引渡しが集中したことによ

る仕入債務の増加、並びに平成26年度以降に引渡し予定の大型案件に係る前受金の増加が主な要因であります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

  投資活動による資金の減少は２億７千万円（前連結会計年度は３億２千７百万円の減少）となりました。これ

は、取引先との関係強化のための資金の貸付、出資金の払込及び電気工事の専門業者であるニイクラ電工株式会

社の子会社化に伴う株式の取得が主な要因であります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

  財務活動による資金の減少は５千万円（前連結会計年度は５千万円の減少）となりました。これは、配当金の

支払と新株予約権の発行及びストックオプションの行使による収入であります。 

    （参考）キャッシュ・フロー関連指標の推移 

 ※ 自己資本比率：自己資本／総資産 

 時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

 キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

 インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

 １．株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により計算しております。 

 ２．営業キャッシュ・フローは連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用

しております。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っているすべて

の負債を対象にしております。また、利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払

額を使用しております。 

  

  
平成23年 

12月期 

平成24年 

12月期 

平成25年 

12月期 

自己資本比率（％） 37.2 37.6 33.2 

時価ベースの自己資本比率（％） 32.6 36.3 37.0 

キャッシュ・フロー対有利子負債比率（年） 1.9 3.2 1.8 

インタレスト・カバレッジ・レシオ（倍） 52.4 42.7 73.4 
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(3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

 当社は、株主の皆様に対する利益還元を重要な経営課題の一つと考え、配当については、安定的な配当の継続を基

本とし、業績動向及び今後の事業展開に備えるための内部留保の充実等を総合的に勘案し決定する方針を採っており

ます。 

 当社は、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本方針としており、これらの剰余金の配当の

決定機関は、期末配当については株主総会、中間配当については取締役会であります。 

 上記の基本方針のもと、当期は、１株当たり15円の普通配当を予定しております。 

  なお、次期の配当金につきましては、１株当たり15円の普通配当を予定しております。 

  

(4）事業等のリスク 

 当社グループの経営成績及び財政状態に関し投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項には、以下のよ

うなものがあります。なお、文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断

したものであります。 

  

①特定の業界及び特定の取引先への依存について 

 当社グループは、飲食料品小売業界及び外食業界に属する企業への売上高が大きなウェイトを占めております。こ

のため、これらの業界動向の変動により顧客企業の事業環境に急激な変化が生じた場合には、当社グループ業績に影

響を及ぼす可能性があります。なお、当社グループは、新規顧客の開拓等による取引先分散の継続的な推進を行って

おり、特定取引先への販売依存はありません。 

  

 ②業績の季節変動について 

 当社グループは、食品スーパーマーケットや外食産業の店舗における企画・設計・施工・メンテナンスを主な事業

としている関係上、顧客企業の出店政策や出店計画に影響を受け、業績に季節的な変動が見られます。売上高の季節

的変動に伴い、営業利益も同様の傾向が見られ、当連結会計年度及び前連結会計年度の上半期・下半期のそれぞれの

売上高及び営業利益は下記のとおりであります。 

  

 （注） 上記売上高及び営業利益は、消費税等を含んでおりません。 

③品質管理について 

 品質管理につきましては、設計及び制作分野における知識や経験の豊富な専門人員で構成する品質管理の専門部署

を社内に設置し、設計及び施工の過程において同部署による複数回の品質チェックの実施を行うなど、十分な品質管

理体制を整備しております。 

 しかしながら、万が一、設計・施工物件の品質に不備が生じ、賠償責任問題などに発展した場合には、当社グルー

プの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

④債権管理について 

 債権管理につきましては、顧客企業からの受注に当たっての事前の与信調査から債権発生・回収まで、一貫して管

理体制を整備しております。また、原則として債権を長期間に渡り分割して回収する延払条件付き契約の締結は禁止

しておりますが、諸々の事情を鑑み当該契約の締結を行う場合には、連帯保証や担保差入れなどにより債権保全を図

っております。 

 しかしながら、経済環境の激減などにより顧客企業の属する業界動向に急速な悪化を生じた場合には、債権の滞留

や貸倒れが発生し、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

 なお、訴訟による和解決定など特殊な事情により締結した延払条件付き契約に係る債権については、当該債権残高

に対して個別に回収可能性を検討し貸倒引当金を計上しております。 

  

（単位：千円）

  上半期（１月～６月） 下半期（７月～12月） 

平成24年12月期 
売上高(構成比) 8,603,902（45.4％） 10,331,050（54.6％） 

営業利益（構成比） 133,289（43.8％）  170,944（56.2％） 

平成25年12月期 
売上高(構成比) 8,495,106（40.2％） 12,619,384（59.8％） 

営業利益（構成比） 186,791（35.8％）  334,359（64.2％） 
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⑤業界に対する特有の法的規制並びに主要な業務に係る免許及び許認可等について 

 当社グループの主要な事業活動の継続には下記の許認可が必要ですが、「建設業法」においては第８条、第28条及

び第29条、「建築士法」においては第２条、第３条、第10条、第23条及び第24条、「宅地建物取引業法」においては

第３条及び第５条に免許の取消、営業停止または更新欠格事由が定められております。当社グループは、平成25年12

月31日現在において、これらに該当する事実はないと認識しております。 

 しかしながら、将来、許可の取消等の事由が生じた場合、当社グループの事業遂行に支障をきたし、当社グループ

の業績に重大な影響を及ぼす可能性があります。 

  

 また、当社グループの主要顧客先であるスーパーマーケット業界や外食業界に対する主な法的規制として、大規模

小売店舗立地法、中心市街地活性化法、都市計画法、食品衛生法、食品リサイクル法があります。当社グループは、

自社グループ及び顧客の事業に関連する各種法令を熟知し遵守して、要件の充足、免許の取得、必要な届出等を行

い、事業の展開を行っております。 

 しかしながら、当該各種法令の改廃や新たな法的規制が導入された場合には、当社グループの業績に影響を及ぼす

可能性があります。 

⑥有価証券投資について 

 当社グループは、既存顧客との営業上の取引関係の更なる強化、あるいは新規顧客の開拓及び取引関係の強化のた

め、株式の持合を行っております。 

 当連結会計年度末の残高は1,404,485千円でありますが、顧客企業が属する業界の株式市場の低迷などにより、株

価が著しく下落した場合は評価損が発生し、当社グループの業績に影響を及ぼす場合があります。 

（平成25年12月31日現在）

許認可等の名称 根拠法令 許認可等の内容 有効期間 

特定建設業 建設業法 

電気工事業、機械器具設置工事業、管工事業、 

建築工事業、熱絶縁工事業、内装仕上工事業の許可 

(特-21)第10470号 

平成22年３月４日～ 

平成27年３月３日 

大工工事業、左官工事業、とび・土工工事業、 

石工事業、屋根工事業、鉄筋工事業、板金工事業、 

鋼構造物工事業、タイル・れんが・ブロック工事業、 

ガラス工事業、塗装工事業、防水工事業、 

建具工事業の許可 

(特-22)第10470号 

平成22年11月11日～ 

平成27年３月３日 

一級建築士事務所 建築士法 
一級建築士事務所の登録許可 

第40172号 

平成22年８月10日～ 

平成27年８月９日 

宅地建物取引業 
宅地建物取

引業法 

不動産の売買、仲介、斡旋、賃貸及び管理 

(3)第81110号 

平成24年８月24日～ 

平成29年８月23日 
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⑦ストックオプションについて 

 当社はストックオプション制度を採用しており、当社取締役、執行役員（従業員資格）及び従業員に対して新株予

約権を付与しております。 

 これらの新株予約権が行使された場合、当社の１株当たりの株式価値が希薄化する可能性があります。また、今後

において優秀な人材を確保するために同様のインセンティブプランを継続して実施していくことを検討しており、こ

れから付与される新株予約権の行使が行われた場合にも、当社の１株当たりの株式価値が希薄化する可能性がありま

す。なお、短期的な需給バランスの変動が発生し株価形成に影響を及ぼす可能性があり、ストックオプションに係る

新しい会計基準が設定された場合、当該基準の変更内容によっては当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。 

  会社法第236条、第238条及び第239条の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

  平成20年３月28日開催の定時株主総会決議 

  
当連結会計年度末現在 
 （平成25年12月31日） 

提出日の前月末現在 
（平成26年１月31日） 

新株予約権の数 3,920個 3,920個 

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―個 ―個 

新株予約権の目的となる株式の種類  普通株式  同左 

新株予約権の目的となる株式の数  392,000株（注）１  392,000株（注）１ 

新株予約権の行使時の払込金額  １株当たり390円（注）２  同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成22年６月１日 

至 平成27年５月31日 
 同左 

新株予約権の行使により株式を発行する

場合の株式の発行価格及び資本組入額 

発行価格390円 

資本組入額195円 
 同左 

新株予約権の行使の条件 

新株予約権者が募集新株予約権を放棄した場合

には、当該新株予約権を行使することができな

い。 

新株予約権の割当個数の全部又は一部を行使す

ることができる。ただし、１個の新株予約権

を、さらに分割して行使することはできない。 

その他権利行使の条件は、当社と新株予約権者

との間で締結する「新株予約権割当契約書」に

定めるところによる。 

 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するには、当社取締役会の承

認を要する。 
同左 

代用払込みに関する事項  ―  ― 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付

に関する事項 
 ―  ― 
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 （注）１ 新株予約権を割り当てる日（以下、「割当日」という。）後、当社が当社普通株式につき、株式分割（当社

普通株式の株式無償割当てを含む。以下、株式分割の記載につき同じ。）又は株式併合を行う場合には、付与

株式数を次の算式により調整する。 

     調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数×株式分割・併合の比率 

 また、上記のほか、割当日後、付与株式数の調整をすることが適切な場合は、当社は、合理的な範囲で付与

株式数を調整することができる。 

 なお、上記の調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。 

２ 割当日後、当社が当社普通株式につき、時価を下回る価額で新株式の発行又は自己株式の処分を行う場合

（会社法第194条の規定（単元未満株主による単元未満株式受渡請求）に基づく自己株式の受渡し、当社普通

株式に転換される証券若しくは転換できる証券の転換、又は当社普通株式の交付を請求できる新株予約権（新

株予約権付社債に付されたものを含む。）の行使による場合を除く。）には、行使価額を次の算式により調整

し、調整の結果生じる１円未満の端数は、これを切り上げる。 

 なお、上記の算式に使用する「既発行株式数」は、当社の発行済株式数から当社が保有する普通株式にかか

る自己株式数を控除した数とし、また、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自

己株式数」に読み替える。 

 また、割当日後、当社が当社普通株式につき、株式分割又は株式併合を行う場合には、行使価額を次の算式

により調整し、調整の結果生じる１円未満の端数は、これを切り上げる。 

 さらに、上記のほか、割当日後、他の種類株式の普通株主への無償割当て又は他の会社の株式の普通株主へ

の配当を行う場合等、行使価額の調整をすることが適切な場合は、当社は、合理的な範囲で行使価額を調整す

ることができる。 

  

  
既発行株式数 ＋ 

新規発行株式数 × １株当たり払込金額 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 
時価 

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数 

  
既発行株式数 ＋ 

新規発行株式数 × １株当たり払込金額 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 
時価 

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数 
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  会社法第236条、第238条及び第240条の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

  平成25年12月13日開催の取締役会決議 

  
当連結会計年度末現在 
 （平成25年12月31日） 

提出日の前月末現在 
（平成26年１月31日） 

新株予約権の数 5,000個 5,000個 

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―個 ―個 

新株予約権の目的となる株式の種類  普通株式  同左 

新株予約権の目的となる株式の数  500,000株（注）１  500,000株（注）１ 

新株予約権の行使時の払込金額  １株当たり550円（注）２  同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成27年２月16日 

至 平成32年２月14日 
 同左 

新株予約権の行使により株式を発行する

場合の株式の発行価格及び資本組入額 

発行価格550円 

資本組入額275円 
 同左 

新株予約権の行使の条件 

①新株予約権者は、平成26年12月期,平成27年12月

期の各事業年度にかかる当社が提出した決算短信

に記載される監査済みの当社連結損益計算書（連

結財務諸表を作成していない場合は損益計算書）

において、経常利益が次の各号に掲げる条件を満

している場合に、割当てを受けた本新株予約権の

うち当該各号に掲げる割合を限度として本新株予

約権を行使することができる。この場合におい

て、かかる割合に基づき算出される行使可能な本

新株予約権の個数につき１個未満の端数が生ずる

場合には、かかる端数を切り捨てた個数の本新株

予約権についてのみ行使することができるものと

する。また、国際財務報告基準の適用等により参

照すべき営業利益の概念に重要な変更があった場

合には、別途参照すべき指標を取締役会にて定め

るものとする。  

(a)平成26年12月期の経常利益が５億円以上の場合 

 新株予約権者が割当てを受けた本新株予約権

の総数の1/2を平成27年２月16日から平成32年２

月14日までの期間に行使することが出来る。  

(b)平成27年12月期の経常利益が７億円以上の場合 

 新株予約権者が割当てを受けた本新株予約権

の総数の1/2を平成28年２月16日から平成32年２

月14日までの期間に行使することが出来る。  

②新株予約権者は、当社普通株式の普通取引終値

が、行使価額に対し、割当日から平成32年２月14

日までの期間について行使価額の50％（１円未満

の端数は切り捨てる。）を一度でも下回った場

合、上記①の行使の条件を満たしている場合で

も、行使を行うことはできないものとする。  

③新株予約権者は、新株予約権の権利行使時におい

ても、当社または当社関係会社の取締役、監査役

または従業員であることを要する。ただし、任期

満了による退任、定年退職、その他正当な理由が

あると取締役会が認めた場合は、この限りではな

い。  

④新株予約権者の相続人による本新株予約権の行使

は認めない。  

同左 
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 （注）１ 新株予約権を割り当てる日（以下、「割当日」という。）後、当社が当社普通株式につき、株式分割（当社

普通株式の株式無償割当てを含む。以下、株式分割の記載につき同じ。）又は株式併合を行う場合には、付与

株式数を次の算式により調整する。ただし、かかる調整は、本新株予約権のうち、当該時点で行使されていな

い新株予約権の目的である株式の数についてのみ行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これ

を切り捨てるものとする。 

     調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数×株式分割・併合の比率 

 また、本新株予約権の割当日後、当社が合併、会社分割または資本金の額の減少を行う場合その他これらの

場合に準じ付与株式数の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で、付与株式数は適切に調整する

ことができる。 

２ 割当日後、当社が当社普通株式につき、時価を下回る価額で新株式の発行又は自己株式の処分を行う場合

（会社法第194条の規定（単元未満株主による単元未満株式受渡請求）に基づく自己株式の受渡し、当社普通

株式に転換される証券若しくは転換できる証券の転換、又は当社普通株式の交付を請求できる新株予約権（新

株予約権付社債に付されたものを含む。）の行使による場合を除く。）には、行使価額を次の算式により調整

し、調整の結果生じる１円未満の端数は、これを切り上げる。 

 なお、上記の算式に使用する「既発行株式数」は、当社の発行済株式数から当社が保有する普通株式にかか

る自己株式数を控除した数とし、また、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自

己株式数」に読み替える。 

 さらに、上記のほか、当社が他社と合併する場合、会社分割を行う場合、その他これらの場合に準じて行使

価額の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で適切に行使価額の調整を行うことができるものと

する。 

  

  当連結会計年度末現在 
 （平成25年12月31日） 

提出日の前月末現在 
（平成26年１月31日）

  

⑤本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式
総数が当該時点における授権株式数を超過するこ
ととなるときは、当該本新株予約権の行使を行う
ことはできない。  

⑥各本新株予約権１個未満の行使を行うことはでき
ない。  

  

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するには、当社取締役会の承認
を要する。 

同左 

代用払込みに関する事項  ―  ― 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付
に関する事項 

当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に
限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換または株
式移転（以上を総称して以下、「組織再編行為」と
いう。）を行う場合において、組織再編行為の効力
発生日に新株予約権者に対し、それぞれの場合につ
き、会社法第236条第１項第８号イからホまでに掲げ
る株式会社（以下、「再編対象会社」という。）の
新株予約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付する
こととする。  
 その他組織再編行為の際の新株予約権の取扱い
は、当社と新株予約権者との間で締結する「新株予
約権割当契約書」に定めるところによる。 

同左 

  
既発行株式数 ＋ 

新規発行株式数 × １株当たり払込金額 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 
時価 

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数 
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２．企業集団の状況 

 当社グループは、当社（株式会社ラックランド）と連結子会社５社（株式会社ケークリエイト、株式会社資産管理、

LUCKLAND ASIA PTE. LTD.、ニイクラ電工株式会社、LUCKLAND(CAMBODIA)&T.A.G Co.,Ltd.）及び関連会社２社（株式会社

ラゾ、株式会社ラックもっく工房：持分法適用会社）によって構成されており、商業施設の理想的な店舗の環境づくりを

目的としたマーケットリサーチ・企画開発・設計・監理・施工を主な事業内容としております。 

 当社の子会社である株式会社ケークリエイトは商業施設・商業店舗の事業計画、企画開発、設計、内装監理業、建築に

関する企画、デザイン、設計、設計管理、コンサルティング業を行っております。株式会社資産管理は、グループ会社の

福利厚生施設の管理・運営業務を行っております。LUCKLAND ASIA PTE. LTD.はASEAN圏に出店する日本企業に向けた、企

画・デザイン、設計や設備、メンテナンスサービスや出店支援サービスも行っております。ニイクラ電工株式会社は、商

業施設・商業店舗の設備工事における電気工事を行っております。LUCKLAND(CAMBODIA)&T.A.G Co.,Ltd.は、日系飲食店

のカンボジア進出支援サービス及び商業施設・商業店舗の企画、デザイン、設計、施工、設計監理を行います。また、関

連会社であります株式会社ラゾは商業施設や商業フロアーの企画・コンサルティング及びそれに伴うテナントリーシング

業務を行っております。株式会社ラックもっく工房は、特注家具の企画・提案、製作、販売業務を行っております。 

 当社グループは、一貫した店舗施設制作事業を内容とする単一事業区分であるため、事業の種類別セグメント情報の記

載はしておりませんが、制作分類別と関連付けが可能である情報については制作分類別に記載しております。 

 当社グループの事業系統図は次のとおりであります。 

  

  

㈱ラックランド（9612）平成25年12月期　決算短信

－　12　－



３．経営方針 

(1）会社の経営の基本方針 

 「社会を構成するメンバーとして、尊敬され、関係する様々な方々の期待に応える企業」  

それが我々の求めるラックランドの姿です。  

 我々は日々様々な方と関係を持ち、相互の協力の下、活動をしています。そして、その様々な方からの期待を背負

っています。我々にとって期待に応える相手とは、お客様、協力会社、地域社会、株主、そして社員など、我々と関

係する全ての方々（ステークホルダー）に他なりません。その期待に対して、誠実に応えていくことが我々の望む姿

です。  

 「商空間創りを通じ、皆の笑顔を創りだす」 

 我々は商空間の企画・制作・保守メンテナンス等を通じ、様々な期待に応え、笑顔を創りだしていきます。それら

の笑顔は「お客様の笑顔」、「お店で働かれている方の笑顔」、「お店に集う方の笑顔」、「全ての人が笑える為の

地球の笑顔」等、様々です。企業として継続していく為には単なる「モノ作り」でなく、この社会において様々な

「笑顔になれるコト」を創りだしていかねばならないと考えております。それが我々が自らの仕事をサービス業と考

えている原点です。 

 そして、時代のニーズは様々な技術と共に変化して行きます。我々は安定した収益性を持ちながら、その変化に対

応し、従来の枠組みに捉われない成長力のある柔軟な企業でありたいと考えております。 

  

（2）目標とする経営指標 

 当社グループは重要な経営指標として売上高営業利益率、ならびに自己資本利益率を重視しております。そうい

った中、2014年はラックランド10年計画の最終ステージ「成（４年間）」の３年目として、過去の課題に対し改善

を図り、収益性のある会社として、そして人々の期待に応えられる会社として「形を成す」年にして参ります。売

上高営業利益率2.3％以上、自己資本利益率7.3％以上、そして2016年に売上高経常利益率４％以上、自己資本利益

率10％以上を目指すべく活動して参ります。 

  

（3）中長期的な会社の経営戦略 

 2015年までのラックランド10年計画は未来へ進む為の大きな基盤作りだと考えております。2016年からの次なる10

年計画は世界で求められる企業への進化を遂げていきたいと考えております。その為に2015年迄に売上高250億円を

超え、安定した収益を残せる企業へ成っていく必要があると考えております。その為には、売上高営業利益率、自己

資本利益率の改善が重要であり足下を固めて参ります。 

 そして、そのような活動と共に次なる10年の為に海外へ進出を開始致します。2013年１月にシンガポールに設立し

たラックランドアジアもその一環であり、ASEAN地域へ向け事業を拡大して行きます。そして、長期的には売上高500

億円（国内300億、海外200億）を目指し、次なる形を作っていきたいと考えております。  

  

（4）会社の対処すべき課題 

 当社グループの国内における主要マーケットである店舗制作における受注動向は、日銀のマネタリー・ベース残高

の伸び率と内閣府発表の「街角景気指数」の家計部門（小売・飲食）に相関性が見られます。今後、日銀はマネタリ

ー・ベース残高を2015年３月までに２年間で倍増させることから上昇局面に入っていくと考えております。しかし、

景気にはサイクルが見られることから、数年後にはラックランドを取り巻く環境が伸び悩む事も十分考えられます。

その為に、2015年までのラックランド10年計画における対処すべき課題は、「主要マーケットにおける競争力強化と

我々の力を活かせるマーケットを開拓しどのような環境においても会社として成長していける基盤を構築すること」

だと考えております。  

 主たる事業分野である店舗施設の企画制作事業においては「GeneralistからSpecialistへ」というスローガンの

下、人材育成を通しデザインや設計における提案力の強化と当社基幹技術である冷凍冷蔵設備分野における技術力の

強化を行い、お客様に向き合って参ります。また「我々の都合でなく真にお客様に向き合っていける企業になる」と

いうスローガンの下、営業・設計・現場管理・メンテナンスという職種の垣根を越えたチームとしての顧客対応力の

強化に努めて参ります。 

 また我々の力を活かせるマーケットの開拓と致しましては、従来から行っていたその他分野における更なる掘り起

こしと長年に渡り培った技術力を活かした新分野における取組みを行って参ります。具体的には以下の分野に関し取

り組んで参りますが、特に2009年より本格参入した建築設備分野、2011年から参入したメディカル分野におきまして

は、我々の力を活かせることを判断しておりますので積極的に取り組んで参ります。 

 ①物流センターにおける冷凍冷蔵設備分野 

 ②既存店舗におけるメンテナンス・営繕分野 

 ③企画・設計・デザインといったソフトサービス分野 

 ④省エネルギー機器や付加価値機器の開発・製造および販売 

 ⑤大型店舗や商業ビルにおける建築設備分野 
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 ⑥中小規模の店舗施設における建築分野 

 ⑦医療モールやクリニックを含むメディカル分野 

  

 当該決算短信は、次のＵＲＬからご覧いただくことができます。 

 （当社ホームページ） http://www.luckland.co.jp/ir/statement.html 

 （東京証券取引所ホームページ（上場会社情報検索ページ）） 

 http://www.tse.or.jp/listing/compsearch/index.html  
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４．連結財務諸表 

（１）連結貸借対照表 
  

  

    (単位：千円)

  
前連結会計年度  

(平成24年12月31日)  
当連結会計年度  

(平成25年12月31日)  

資産の部     

流動資産     

現金及び預金  3,294,146 3,805,954

受取手形及び売掛金  ※２ 2,864,873 ※２ 4,466,746

リース債権  － 77,027

商品  49,948 29,603

仕掛品  ※４ 441,928 ※４ 760,498

原材料及び貯蔵品  160,409 184,246

繰延税金資産  30,333 46,869

未収還付法人税等  12,655 －

その他  256,800 226,708

貸倒引当金  △3,442 △30

流動資産合計  7,107,653 9,597,623

固定資産     

有形固定資産     

建物及び構築物  660,081 702,133

減価償却累計額  △441,610 △468,149

建物及び構築物（純額）  218,470 233,984

機械装置及び運搬具  3,399 21,498

減価償却累計額  △3,186 △20,117

機械装置及び運搬具（純額）  212 1,381

土地  1,694,385 1,694,385

建設仮勘定  － 554

その他  462,499 510,078

減価償却累計額  △330,887 △349,398

その他（純額）  131,612 160,679

有形固定資産合計  2,044,681 2,090,986

無形固定資産     

のれん  52,857 78,265

その他  23,259 37,908

無形固定資産合計  76,116 116,173

投資その他の資産     

投資有価証券  ※１ 979,213 ※１ 1,414,947

固定化営業債権  ※３ 48,160 ※３ 48,210

繰延税金資産  2,200 10,014

その他  146,425 248,723

貸倒引当金  △21,255 △27,951

投資その他の資産合計  1,154,744 1,693,944

固定資産合計  3,275,542 3,901,104

資産合計  10,383,196 13,498,728
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    (単位：千円)

  
前連結会計年度  

(平成24年12月31日)  
当連結会計年度  

(平成25年12月31日)  

負債の部     

流動負債     

支払手形及び買掛金  ※２ 4,498,797 ※２ 6,226,915

短期借入金  1,450,000 1,450,000

未払法人税等  － 273,279

賞与引当金  3,657 1,709

受注損失引当金  ※４ 10,214 ※４ 12,319

その他  443,754 874,479

流動負債合計  6,406,423 8,838,702

固定負債     

繰延税金負債  39,672 107,462

役員退職慰労引当金  － 20,000

その他  8,169 13,278

固定負債合計  47,841 140,741

負債合計  6,454,265 8,979,444

純資産の部     

株主資本     

資本金  1,524,493 1,524,493

資本剰余金  1,716,060 1,716,060

利益剰余金  970,989 1,174,034

自己株式  △473,614 △447,335

株主資本合計  3,737,929 3,967,253

その他の包括利益累計額     

その他有価証券評価差額金  163,422 515,426

為替換算調整勘定  － 442

その他の包括利益累計額合計  163,422 515,868

新株予約権  27,580 36,291

少数株主持分  － △129

純資産合計  3,928,931 4,519,283

負債純資産合計  10,383,196 13,498,728
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書 

（連結損益計算書） 
  

  

    (単位：千円)

  
前連結会計年度  

(自 平成24年１月１日  
 至 平成24年12月31日)  

当連結会計年度  
(自 平成25年１月１日  

 至 平成25年12月31日)  

売上高  18,934,953 21,114,491

売上原価  ※１ 17,432,649 ※１ 19,158,106

売上総利益  1,502,304 1,956,385

販売費及び一般管理費  ※２ 1,198,071 ※２ 1,435,234

営業利益  304,233 521,150

営業外収益     

受取利息  1,721 1,584

受取配当金  16,808 18,506

持分法による投資利益  － 1,011

仕入割引  16,447 17,498

不動産賃貸料  15,919 12,355

その他  4,868 6,629

営業外収益合計  55,764 57,586

営業外費用     

支払利息  12,587 11,132

不動産賃貸原価  10,033 6,632

業務委託費  3,487 24,118

持分法による投資損失  1,639 -

その他  2,630 8,623

営業外費用合計  30,378 50,506

経常利益  329,619 528,229

特別利益     

固定資産売却益  ※３ 375 ※３ 747

投資有価証券売却益  － 9,686

製品保証引当金戻入額  － 800

新株予約権戻入益  490 140

特別利益合計  865 11,373

特別損失     

固定資産売却損  ※４ 21 ※４ 493

固定資産除却損  ※５ 912 ※５ 670

貸倒損失  59,710 0

損害賠償金  15,672 －

その他  4,528 －

特別損失合計  80,844 1,164

税金等調整前当期純利益  249,640 538,439

法人税、住民税及び事業税  11,713 261,773

法人税等調整額  26,651 △11,275

法人税等合計  38,365 250,498

少数株主損益調整前当期純利益  211,274 287,940

少数株主損失（△）  － △368

当期純利益  211,274 288,309
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（連結包括利益計算書） 
  

  

    （単位：千円）

  
前連結会計年度  

(自 平成24年１月１日  
 至 平成24年12月31日)  

当連結会計年度  
(自 平成25年１月１日  

 至 平成25年12月31日)  

少数株主損益調整前当期純利益  211,274 287,940

その他の包括利益     

その他有価証券評価差額金  134,144 352,003

為替換算調整勘定  － 436

その他の包括利益合計  ※１ 134,144 ※１ 352,440

包括利益  345,419 640,381

（内訳）     

親会社株主に係る包括利益  345,419 640,755

少数株主に係る包括利益  － △374
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（３）連結株主資本等変動計算書 

前連結会計年度（自 平成24年１月１日 至 平成24年12月31日） 

  

  

        (単位：千円)

   株主資本

   資本金  資本剰余金 利益剰余金 自己株式  株主資本合計

当期首残高  1,524,493 1,716,060 810,889 △473,592 3,577,852

当期変動額           

剰余金の配当      △51,175   △51,175

当期純利益      211,274   211,274

自己株式の取得    △22 △22

株主資本以外の項目の当期変動額
（純額）      

当期変動額合計  － － 160,099 △22 160,076

当期末残高  1,524,493 1,716,060 970,989 △473,614 3,737,929

             

   その他の包括利益累計額
新株予約権 少数株主持分  純資産合計

   
その他有価証券
評価差額金  

為替換算調整勘
定

その他の包括利
益累計額合計

当期首残高  29,277 － 29,277 28,070 － 3,635,199

当期変動額             

剰余金の配当            △51,175

当期純利益            211,274

自己株式の取得            △22

株主資本以外の項目の当期変動額
（純額）  134,144   134,144 △490   133,654

当期変動額合計  134,144 － 134,144 △490 － 293,731

当期末残高  163,422 － 163,422 27,580 － 3,928,931
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当連結会計年度（自 平成25年１月１日 至 平成25年12月31日） 

  

  

        (単位：千円)

   株主資本

   資本金  資本剰余金 利益剰余金 自己株式  株主資本合計

当期首残高  1,524,493 1,716,060 970,989 △473,614 3,737,929

当期変動額           

剰余金の配当      △73,106   △73,106

当期純利益      288,309   288,309

自己株式の処分    △12,157 26,279 14,122

自己株式処分差損の振替    12,157 △12,157   －

株主資本以外の項目の当期変動額
（純額）      －

当期変動額合計  － － 203,045 26,279 229,324

当期末残高  1,524,493 1,716,060 1,174,034 △447,335 3,967,253

             

   その他の包括利益累計額
新株予約権 少数株主持分  純資産合計

   
その他有価証券
評価差額金  

為替換算調整勘
定

その他の包括利
益累計額合計

当期首残高  163,422 － 163,422 27,580 － 3,928,931

当期変動額             

剰余金の配当            △73,106

当期純利益            288,309

自己株式の処分            14,122.000

自己株式処分差損の振替            －

株主資本以外の項目の当期変動額
（純額）  352,003 442 352,446 8,711 △129 361,027

当期変動額合計  352,003 442 352,446 8,711 △129 590,352

当期末残高  515,426 442 515,868 36,291 △129 4,519,283
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書 
  

  

    (単位：千円)

  
前連結会計年度  

(自 平成24年１月１日  
 至 平成24年12月31日)  

当連結会計年度  
(自 平成25年１月１日  

 至 平成25年12月31日)  

営業活動によるキャッシュ・フロー     

税金等調整前当期純利益  249,640 538,439

減価償却費  55,422 64,097

のれん償却額  4,285 6,108

有形固定資産除売却損益（△は益）  557 416

投資有価証券売却及び評価損益（△は益）  － △9,686

損害賠償金  15,672 －

貸倒損失  59,710 0

持分法による投資損益（△は益）  1,639 △1,036

貸倒引当金の増減額（△は減少）  △6,874 3,283

賞与引当金の増減額（△は減少）  △5,150 △4,173

受注損失引当金の増減額（△は減少）  3,057 2,104

受取利息及び受取配当金  △18,529 △20,091

支払利息  12,587 11,132

売上債権の増減額（△は増加）  7,824 △1,591,765

リース債権の増減額（△は増加）  － △77,027

たな卸資産の増減額（△は増加）  △200,812 △336,304

固定化営業債権の増減額（△は増加）  6,355 8,382

仕入債務の増減額（△は減少）  415,946 1,723,536

前受金の増減額（△は減少）  119,029 403,138

その他  △162,408 67,115

小計  557,953 787,671

利息及び配当金の受取額  18,896 20,092

利息の支払額  △10,572 △11,129

損害賠償金の支払額  △15,672 －

法人税等の支払額  △104,237 △7,822

法人税等の還付額  5,048 28,364

営業活動によるキャッシュ・フロー  451,417 817,175

投資活動によるキャッシュ・フロー     

定期預金の預入による支出  △480,000 △487,220

定期預金の払戻による収入  480,000 487,220

有形固定資産の取得による支出  △82,795 △67,553

有形固定資産の売却による収入  1,598 2,819

無形固定資産の取得による支出  △3,502 △18,412

のれんの取得による支出  △57,142 －

投資有価証券の取得による支出  △148,656 △19,682

投資有価証券の売却による収入  － 11,992

投資有価証券の払戻による収入  103 103

子会社株式の取得による支出  － △75,446

出資金の払込による支出  － △30,000

貸付けによる支出  △162,323 △104,585

貸付金の回収による収入  126,459 33,996

その他  △1,679 △4,114

投資活動によるキャッシュ・フロー  △327,938 △270,881

財務活動によるキャッシュ・フロー     

自己株式の取得による支出  △22 －

配当金の支払額  △50,557 △73,052

新株予約権の発行による収入  － 11,000

ストックオプションの行使による収入  － 11,973

財務活動によるキャッシュ・フロー  △50,579 △50,079

現金及び現金同等物に係る換算差額  － 436

現金及び現金同等物の増減額（△は減少）  72,898 496,651

現金及び現金同等物の期首残高  2,981,248 3,054,146

現金及び現金同等物の期末残高  ※ 3,054,146 ※ 3,550,797
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（５）連結財務諸表に関する注記事項 

（継続企業の前提に関する注記） 

   該当事項はありません。 

  

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項） 

１．連結の範囲に関する事項 

すべての子会社を連結しております。 

連結子会社の数         ５社 

連結子会社の名称 

  株式会社ケークリエイト 

  株式会社資産管理 

  ラックランドアジア 

  ニイクラ電工株式会社 

  LUCKLAND(CAMBODIA)&T.A.G Co.Ltd. 

 なお、Luckland Asia Pte.Ltd.（和名：ラックランドアジア）及びLUCKLAND(CAMBODIA)&T.A.G. 

Co.,Ltd. については、当連結会計年度において新たに設立したため、またニイクラ電工株式会社の株式

を取得したため、連結の範囲に含めております。 

２．持分法の適用に関する事項 

持分法を適用した関連会社の数  ２社 

関連会社の名称 

  株式会社ラゾ 

  株式会社ラックもっく工房 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項 

 連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。 

４．会計処理基準に関する事項 

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基づく時価法を採用しております。 

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法によっております。） 

時価のないもの 

 移動平均法による原価法を採用しております。 

② たな卸資産 

商品・原材料・仕掛品 

 個別法による原価法(貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定)

を採用しております。 

貯蔵品 

最終仕入原価法による原価法(貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法によ

り算定)を採用しております。 

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産(リース資産を除く) 

レンタル器具 

 経済的、機能的な実情を勘案した合理的な耐用年数に基づいた定額法で処理しております。 

レンタル器具以外 

定率法 

 ただし、平成10年４月１日以降取得した建物（附属設備を除く）については、定額法を採用しており

ます。 

 なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。 

② 無形固定資産(リース資産を除く) 

定額法 

  なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいておりま

す。 

③ リース資産 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

 なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年12月31日以前の

リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 
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④ 長期前払費用 

  定額法 

 なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。 

(3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

② 製品保証引当金 

 売上にかかわる瑕疵担保責任に備えるため、売上高に対する過去の保証実績率により計上しておりま

す。 

③ 賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に備えるため、賞与支給見込額のうち当連結会計年度負担額を計上しておりま

す。 

④ 受注損失引当金 

 受注契約の損失に備えるため、当連結会計年度末の請負案件のうち損失の発生が見込まれ、かつ、そ

の金額を合理的に見積もることが可能な請負案件については、翌連結会計年度以降に発生が見込まれる

損失額を計上しております。 

 ⑤ 役員退職慰労金引当金 

    一部の連結子会社は役員の退職慰労慰労金の支払に充当するため、役員との契約に基づく要支給額を

計上しております。 

(4）重要な収益及び費用の計上基準 

 売上高及び売上原価の計上基準 

① 当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる制作に係る請負案件 

  工事進行基準（請負案件の進捗率の見積りは原価比例法） 

② その他の制作に係る請負案件 

工事完成基準 

(5）のれんの償却方法及び償却期間 

   のれんの償却については、その効果の発現する期間を見積り、その期間で均等償却しております。 

(6）連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

 手許現金、要求払預金及び取得日から３ヶ月以内に満期日の到来する流動性の高い、容易に換金可能で

あり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない短期投資からなっております。 

(7）その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

 消費税等の会計処理 

   税抜方式を採用しております。 

  

（会計方針の変更） 

該当事項はありません。 
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（連結貸借対照表関係） 

※１ 非連結子会社及び関連会社に対するものは次のとおりであります。 

  

※２ 連結会計年度末日満期手形の会計処理については、連結会計年度の末日が金融機関の休日でしたが、満

期日に決済が行われたものとして処理しております。連結会計年度末日満期手形の金額は次のとおりであ

ります。 

  

※３  固定化営業債権は、財務諸表等規則第32条第１項第10号に規定する債権であります。 

  

※４  損失が見込まれる請負案件に係るたな卸資産と受注損失引当金は、相殺せずに両建てで表示しておりま

す。 

 損失の発生が見込まれる請負案件に係るたな卸資産のうち、受注損失引当金に対応する金額は次のとお

りであります。 

  

 ５ 当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行１行と当座貸越契約を締結しております。当該

契約に基づく借入未実行残高は次のとおりであります。 

  

  
前連結会計年度 

（平成24年12月31日） 
当連結会計年度 

（平成25年12月31日） 

投資有価証券（株式） 9,425千円 10,461千円 

  
前連結会計年度 

（平成24年12月31日） 
当連結会計年度 

（平成25年12月31日） 

受取手形 2,052千円 17,092千円 

支払手形 5,089 17,453 

  
前連結会計年度 

（平成24年12月31日） 
当連結会計年度 

（平成25年12月31日） 

仕掛品 10,214千円 12,319千円 

  
前連結会計年度 

（平成24年12月31日） 
当連結会計年度 

（平成25年12月31日） 

当座貸越極度額 100,000千円 100,000千円 

借入実行残高 － － 

差引額 100,000 100,000 
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（連結損益計算書関係） 

※１ 売上原価に含まれている受注損失引当金繰入額 

  

※２ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。 

  

※３ 固定資産売却益の内容は、次のとおりであります。 

  

※４ 固定資産売却損の内容は、次のとおりであります。 

  

※５ 固定資産除却損の内容は、次のとおりであります。 

  

前連結会計年度 
（自 平成24年１月１日 

至 平成24年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成25年１月１日 

至 平成25年12月31日） 

10,214千円 2,104千円 

  
前連結会計年度 

（自 平成24年１月１日 
  至 平成24年12月31日）  

当連結会計年度 
（自 平成25年１月１日 

  至 平成25年12月31日）  

役員報酬  90,958千円 116,317千円 

従業員給料及び手当  429,130  425,996 

賞与引当金繰入額  562  61 

法定福利費  81,856  84,915 

業務委託費  70,562  172,008 

貸倒引当金繰入額  △6,874  3,348  

前連結会計年度 
（自 平成24年１月１日 

至 平成24年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成25年１月１日 

至 平成25年12月31日） 

工具、器具及び備品 375千円 工具、器具及び備品 667千円 

    機械装置及び運搬具  79千円 

前連結会計年度 
（自 平成24年１月１日 

至 平成24年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成25年１月１日 

至 平成25年12月31日） 

工具、器具及び備品 21千円 工具、器具及び備品 493千円 

前連結会計年度 
（自 平成24年１月１日 

至 平成24年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成25年１月１日 

至 平成25年12月31日） 

工具、器具及び備品 912千円 工具、器具及び備品 670千円 
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（連結包括利益計算書関係） 

※１  その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額 

  

  

  
前連結会計年度 

（自 平成24年１月１日 
至 平成24年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成25年１月１日 

至 平成25年12月31日） 

その他有価証券評価差額金：     

当期発生額 169,824千円 417,428千円 

組替調整額 － － 

税効果調整前 169,824 417,428 

税効果額 △35,679 △65,424 

その他有価証券評価差額金 134,144 352,003 

為替換算調整勘定：     

当期発生額 － 436 

その他の包括利益合計 134,144 352,440 

㈱ラックランド（9612）平成25年12月期　決算短信

－　26　－



（連結株主資本等変動計算書関係） 

前連結会計年度（自 平成24年１月１日 至 平成24年12月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加０千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

  

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

  

３．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

  

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

  

  
当連結会計年度期
首株式数(千株) 

当連結会計年度増
加株式数(千株） 

当連結会計年度減
少株式数(千株） 

当連結会計年度末
株式数(千株） 

発行済株式         

普通株式     7,864 ― ―     7,864 

合計     7,864 ― ―     7,864 

自己株式         

普通株式     553 0 ―     553 

合計     553 0 ―     553 

区分 
新株予約権の 

内訳 

新株予約権の
目的となる 
株式の種類 

新株予約権の目的となる株式の数（千株） 
当連結会計年度末

残高（千円） 
  

当連結会計
年度期首 

当連結会計
年度増加 

当連結会計
年度減少 

当連結会
計年度末 

提出会社 

(親会社) 

ストック・オプ

ションとしての

新株予約権 

― ― ― ― ―     27,580 

合計 ― ― ― ― ―     27,580 

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（千円） 

１株当たり 
配当額（円）

基準日 効力発生日 

平成24年3月29日 

定時株主総会 
普通株式    51,175     7.00 平成23年12月31日 平成24年3月30日 

決議予定 株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

配当の原資 
１株当たり 
配当額（円）

基準日 効力発生日 

平成25年3月28日 

定時株主総会 
普通株式     73,106 利益剰余金     10.00 平成24年12月31日 平成25年3月29日
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当連結会計年度（自 平成25年１月１日 至 平成25年12月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）普通株式の自己株式の株式数の減少は、新株予約権の行使によるものです。 

  

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

  

３．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

  

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

  

  

（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

※ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

  

  
当連結会計年度期
首株式数(千株) 

当連結会計年度増
加株式数(千株） 

当連結会計年度減
少株式数(千株） 

当連結会計年度末
株式数(千株） 

発行済株式         

普通株式 7,864 － － 7,864 

合計 7,864 － － 7,864 

自己株式         

普通株式 553 － 30 522 

合計 553 － 30 522 

区分 
新株予約権の 

内訳 

新株予約権の
目的となる 
株式の種類 

新株予約権の目的となる株式の数（千株） 
当連結会計年度末

残高（千円） 
  

当連結会計
年度期首 

当連結会計
年度増加 

当連結会計
年度減少 

当連結会
計年度末 

提出会社 

(親会社) 

  

ストック・オプ

ションとしての

新株予約権 

― － － － － 36,291 

合計 ― － － － － 36,291 

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（千円） 

１株当たり 
配当額（円）

基準日 効力発生日 

平成25年3月28日 

定時株主総会 
普通株式 73,106 10.00 平成24年12月31日 平成25年3月29日 

決議予定 株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

配当の原資 
１株当たり 
配当額（円）

基準日 効力発生日 

平成26年3月27日 

定時株主総会 
普通株式 110,120 利益剰余金 15.00 平成25年12月31日 平成26年3月28日

  
前連結会計年度 

（自 平成24年１月１日 
至 平成24年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成25年１月１日 

至 平成25年12月31日） 

現金及び預金勘定     3,294,146千円     3,805,954千円 

預入期間が３ヶ月を超える定期預金    △240,000 △255,156 

現金及び現金同等物     3,054,146 3,550,797 
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（リース取引関係） 

（借主側） 

１．ファイナンス・リース取引 

所有権移転外ファイナンス・リース取引 

① リース資産の内容 

  該当事項はありません。 

② リース資産の減価償却の方法 

 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「４．会計処理基準に関する事項 （2）重要な減

価償却資産の減価償却の方法」に記載のとおりであります。 

  

 なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が、平成20年12月31日以前

のリース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっており、その内容は次

のとおりであります。 

  

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

  

  

  

（注） 取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、支払利子

込み法により算定しております。 

  

(2）未経過リース料期末残高相当額等 

  

（注） 未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により算定しております。 

  

（単位：千円）

  
前連結会計年度（平成24年12月31日） 

取得価額相当額 減価償却累計額相当額 期末残高相当額 

車両運搬具     3,812     3,071     741 

合計     3,812     3,071     741 

（単位：千円）

  
当連結会計年度（平成25年12月31日） 

取得価額相当額 減価償却累計額相当額 期末残高相当額 

車両運搬具 3,812 3,706 105 

合計 3,812 3,706 105 

（単位：千円）

  
前連結会計年度 

（平成24年12月31日） 
当連結会計年度 

（平成25年12月31日） 

未経過リース料期末残高相当額     

１年内     635 105 

１年超     105 － 

合計     741 105 

㈱ラックランド（9612）平成25年12月期　決算短信

－　29　－



(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償却費相当額及び減損損失 

  

  

(4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

  

（減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失はありません。 

  

２．オペレーティング・リース取引 

 オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料 

  

  

（金融商品関係） 

１．金融商品の状況に関する事項 

(1）金融商品に対する取組方針 

当社グループは、一時的な余資は短期的な預金等に限定した運用をし、また、短期的な運転資金を銀

行借入により調達しております。 

(2）主な金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制 

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リスクに関して

は、当社グループの債権管理規程に従い、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うとともに、毎月回

収遅延債権の把握及び対応の検討会議を開催し、回収懸念の早期把握や軽減を図っております。また、

主な取引先の信用状況を原則１年ごとに把握し、与信限度額を見直す体制としております。 

投資有価証券は、市場価格のある株式は市場価格の変動リスクに、市場価格のない株式は投資先の信

用リスクに晒されておりますが、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、四半期ごとに各保有銘

柄の時価又は実質価額並びに含み損益が取締役会に報告されております。 

当連結会計年度の連結決算日現在における最大信用リスク額は、信用リスクに晒される金融資産の貸

借対照表価額により表わされています。 

営業債務である支払手形及び買掛金は、すべて１年以内の支払期日であります。短期借入金は、運転

資金に係る資金調達であります。営業債務及び短期借入金は、流動性リスク（支払期日に支払いを実行

できなくなるリスク）に晒されておりますが、当社グループでは、各社が月次で資金繰計画を作成し管

理しております。 

(3）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価

額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等

を採用することにより、当該価額が変動することもあります。 

（単位：千円）

  
前連結会計年度 

（自 平成24年１月１日 
至 平成24年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成25年１月１日 

至 平成25年12月31日） 

支払リース料     635 105 

減価償却費相当額     635 105 

（単位：千円）

  
前連結会計年度 

（平成24年12月31日） 
当連結会計年度 

（平成25年12月31日） 

１年内     2,095 8,381 

１年超     － 27,241 

合計     2,095 35,623 
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２．金融商品の時価等に関する事項 

 連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握す

ることが極めて困難と認められるものは含まれておりません（（注）２．参照）。 

  

前連結会計年度（平成24年12月31日） 

  

当連結会計年度（平成25年12月31日） 

（注）１.金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項 

資 産  

（1）現金及び預金 

預金はすべて短期であるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。 

（2）受取手形及び売掛金 

受取手形及び売掛金は、概ね短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことか

ら、当該帳簿価額によっております。 

（3）投資有価証券 

これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。また、保有目的ごとの有価証券に関する

事項については、注記事項「有価証券関係」をご参照下さい。 

負 債  

（1）支払手形及び買掛金、（2）短期借入金 

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によ

っております。 

  
 連結貸借対照表計上額

（千円） 
 時価（千円）  差額（千円） 

 （1）現金及び預金 3,294,146 3,294,146 － 

 （2）受取手形及び売掛金 2,864,873 2,864,873 － 

 （3）投資有価証券       

    その他有価証券 958,725 958,725 － 

  資産計 7,117,745 7,117,745 － 

 （1）支払手形及び買掛金 4,498,797 4,498,797 － 

 （2）短期借入金 1,450,000 1,450,000 － 

  負債計 5,948,797 5,948,797 － 

  
 連結貸借対照表計上額

（千円） 
 時価（千円）  差額（千円） 

 （1）現金及び預金 3,805,954 3,805,954 － 

 （2）受取手形及び売掛金 4,466,746 4,466,746 － 

 （3）投資有価証券       

    その他有価証券 1,390,422 1,390,422 － 

  資産計 9,663,123 9,663,123 － 

 （1）支払手形及び買掛金 6,226,915 6,226,915 － 

 （2）短期借入金 1,450,000 1,450,000 － 

  負債計 7,676,915 7,676,915 － 
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２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 

  

 これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、「(3）投

資有価証券」には含めておりません。 

  

３．金銭債権の連結決算日後の償還予定額 

前連結会計年度（平成24年12月31日） 

  

当連結会計年度（平成25年12月31日） 

  

（単位：千円）

区分 
前連結会計年度 

（平成24年12月31日） 
当連結会計年度 

（平成25年12月31日） 

非上場株式 

関連会社 

    11,063 

9,425 

14,063 

10,461 

   １年以内（千円） 
 １年超５年以内

（千円） 

 ５年超10年以内

（千円） 
 10年超（千円） 

 現金及び預金 3,294,146 － － － 

 受取手形及び売掛金 2,856,804 8,069 － － 

合計 6,150,950 8,069 － － 

   １年以内（千円） 
 １年超５年以内

（千円） 

 ５年超10年以内

（千円） 
 10年超（千円） 

 現金及び預金 3,805,954 － － － 

 受取手形及び売掛金 4,462,839 3,907 － － 

合計 8,268,793 3,907 － － 
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（有価証券関係） 

１．その他有価証券 

前連結会計年度（平成24年12月31日） 

  

当連結会計年度（平成25年12月31日） 

  

  

  

  種類 
連結貸借対照表計上
額（千円） 

取得原価（千円） 差額（千円） 

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの 

(1）株式     712,811     470,792     242,019 

(2）債券     －     －     － 

(3）その他     －     －     － 

小計 712,811 470,792  242,019 

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの 

(1）株式     245,913     287,054     △41,140 

(2）債券     －     －     － 

(3）その他     －     －     － 

小計     245,913     287,054 △41,140 

合計     958,725     757,846     200,878 

  種類 
連結貸借対照表計上
額（千円） 

取得原価（千円） 差額（千円） 

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの 

(1）株式 1,219,558 578,029 641,528 

(2）債券 － － － 

(3）その他 － － － 

小計 1,219,558 578,029 641,528 

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの 

(1）株式 170,864 194,086 △23,221 

(2）債券 － － － 

(3）その他 － － － 

小計 170,864 194,086 △23,221 

合計 1,390,422 772,115 618,306 
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（デリバティブ取引関係） 

前連結会計年度（自平成24年１月１日 至平成24年12月31日）及び当連結会計年度（自平成25年１月１日 至

平成25年12月31日） 

当社グループは、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

  

（退職給付関係） 

前連結会計年度（自 平成24年１月１日 至 平成24年12月31日）及び当連結会計年度（自 平成25年１月１

日 至 平成25年12月31日） 

１．採用している退職給付制度の概要 

 当社及び一部の連結子会社では、勤労者退職金共済機構が運営する中小企業退職金共済制度に加入してお

り、将来の退職給付について拠出以後に追加的な負担が生じないため、当該制度に基づく要拠出額をもって費

用処理しております。 

 前連結会計年度に費用処理した拠出額は15,935千円、当連結会計年度に費用処理した拠出額は16,628千円で

あります。 

 また、一部の連結子会社では、平成20年３月１日制定の退職金規程に基づき、社内積立額から中小企業退職

金共済制度より支給される金額を控除した残額を支給する退職一時金制度を採用しております。 

  

２．退職給付債務に関する事項 

(注）退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。 

  

３．退職給付費用に関する事項 

（注）当連結会計年度は、中小企業退職金共済制度より支給される金額が、社内積立の退職一時金上回ってお

ります。 

  

  
前連結会計年度 

（平成24年12月31日） 

当連結会計年度 

（平成25年12月31日） 

(1) 退職給付債務（千円） － 1,514 

(2) 退職給付引当金（千円） － 1,514 

  

前連結会計年度 

（自 平成24年1月1日 

 至 平成24年12月31日） 

当連結会計年度 

（自 平成25年1月1日 

 至 平成25年12月31日） 

退職給付費用（千円） － △113 
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（ストック・オプション等関係） 

１．権利不行使による失効により利益として計上した金額 

  

  

２．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

(1）ストック・オプションの内容 

  

（単位：千円）

  
前連結会計年度 

（自 平成24年１月１日 
至 平成24年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成25年１月１日 

至 平成25年12月31日） 

新株予約権戻入益     490 140 

  
平成18年度 

ストック・オプション 
平成20年度 

ストック・オプション 

会社名 提出会社 提出会社 

決議年月日 平成18年３月30日 平成20年３月28日 

付与対象者の区分 

及び人数 

取締役         ６名 

執行役員（従業員資格） ４名 

取締役         ４名 

執行役員（従業員資格） ３名 

従業員         50名 

株式の種類別のストッ

ク・オプションの数

(注) 

普通株式   115,000株 普通株式    430,000株 

付与日 平成18年４月27日 平成20年５月30日 

権利確定条件 権利確定条件は付されておりません。 権利確定条件は付されておりません。 

対象勤務期間 自平成18年４月27日 至平成20年３月31日 自平成20年５月30日 至平成22年５月31日

権利行使期間 自平成20年４月１日 至平成25年３月31日 自平成22年６月１日 至平成27年５月31日
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 （注）株式数に換算して記載しております。 

  
平成25年度 

ストック・オプション 

会社名 提出会社 

決議年月日 平成25年12月13日 

付与対象者の区分 
及び人数 

代表取締役社長     １名 
  

株式の種類別のストッ
ク・オプションの数
(注) 

普通株式   500,000株 

付与日 平成25年12月30日 

権利確定条件 

①新株予約権者は、平成26年12月期,平成
27年12月期の各事業年度にかかる当社が
提出した決算短信に記載される監査済み
の当社連結損益計算書（連結財務諸表を
作成していない場合は損益計算書）にお
いて、経常利益が次の各号に掲げる条件
を満している場合に、割当てを受けた本
新株予約権のうち当該各号を掲げる割合
を限度として本新株予約権を行使するこ
とができる。この場合において、かかる
割合に基づき算出される行使可能な本新
株予約権の個数につき1個未満のみ端数
が生じる場合には、かかる端数を切り捨
てた個数の本新株予約権についてのみ行
使することができる。また、国際財務報
告基準の適用等により参照すべき営業利
益の概念に重要な変更があった場合に
は、別途参照すべき指標を取締役会にて
定めるものとする。 

(a)平成26年12月期の経常利益が5億円以
上の場合 

新株予約権者が割当てを受けた本新株予
約権の総数の1/2を平成27年2月16日から
平成32年2月14日までの期間に行使する
ことが出来る。 

(b)平成27年12月期の経常利益が7億円以
上の場合 

新株予約権者が割当てを受けた本新株予
約権の総数の1/2を平成28年2月16日から
平成32年2月14日までの期間に行使する
ことが出来る。 

②新株予約権者は、当社普通株式の普通
取引終値が、行使価額に対し、割当日か
ら平成32年2月14日までの期間について
行使価額の50％（1円未満の端数は切り
捨てる）を一度でも下回った場合、上記
①の行使を満たしている場合でも、行使
を行うことはできないものとする。 

③新株予約権者は、新株予約権の権利行
使時においても、当社または当社関係会
社の取締役、監査役または従業員である
ことを要する。ただし、任期満了による
退任、定年退職、その他正当な理由があ
ると取締役会が認めた場合は、この限り
ではない。 

対象勤務期間 

(a)自平成25年12月30日 至平成27年２月
15日 

(b)自平成25年12月30日 至平成28年２月
15日 

権利行使期間 自平成27年２月16日 至平成32年２月14日
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(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況 

 当連結会計年度（平成25年12月期）において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプ

ションの数については、株式数に換算して記載しております。 

① ストック・オプションの数 

  

 ② 単価情報 

  

３．ストック・オプションの公正な評価単価の見積方法 

 当連結会計年度において付与された平成25年度ストック・オプションについての公正な評価単価の見積方

法は以下の通りであります。 

  

 ① 使用した評価技法    多変量数値解析法 

 ② 主な基礎数値及び見積方法 

  

４．ストック・オプションの権利確定数の見積方法 

 基本的には、将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみ反映させる方法を採用

しております。 

  
平成18年度 

ストック・オプション

平成20年度 

ストック・オプション 

平成25年度 

ストック・オプション

権利確定前    （株）       

前連結会計年度末 － － － 

付与 － － 500,000 

失効 － － － 

権利確定 － － － 

未確定残 － － 500,000 

権利確定後    （株）       

前連結会計年度末 100,000 394,000 － 

権利確定 － － － 

権利行使 － 30,700 － 

失効 100,000 2,000 － 

未行使残 － 361,300 － 

  
平成18年度 

 ストック・オプション

平成20年度 

ストック・オプション 

平成25年度 

ストック・オプション

権利行使価格  （円） 1,082 390 550 

行使時平均株価 （円） － 711 － 

公正な評価単価 （円） 

（付与日） 
－ 70 22 

  
平成25年度 

 ストック・オプション
見積方法 

株価変動性 47.80% 

「適用指針の取扱いに準じて以下の条件 
1．株価情報収集期間：6.13年間 
2．価格観察の頻度：日次 
3．異常情報：該当事項なし 
4．企業情報をめぐる状況の不連続的変  
化：該当事項なし 

予想残存期間 6.13年 
割当日：平成25年12月30日 
権利行使期間：平成27年2月16日～平成32   
年2月14日 

予想配当 10円/株 直近の配当実績に基づき算定 

無リスク利子率 0.30% 

平成25年12月12日の円スワップレートを
使用して導かれるゼロクーポンレート
に、対国債スプレッドを加味した安全資
産利回り曲線を生成し、そこから算出さ
れる金利を連続複利方式に変化した金利
であります。 
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（税効果会計関係） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

  

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳 

  

  
前連結会計年度 

（平成24年12月31日） 
  

当連結会計年度 
（平成25年12月31日） 

（流動資産） 

繰延税金資産 
      

税務上の繰越欠損金 

未払事業税 

    9,866千円

136 
  

   5,345千円

20,236 

未払事業所税     2,280   2,280 

未払賞与 

賞与引当金 

業務委託費 

受注損失引当金 

たな卸資産評価損 

    10,118 

1,390 

－ 

3,882 

5,756 

  

－ 

644 

12,378 

4,682 

7,275 

その他     2,774   1,470 

繰延税金資産小計     36,205   54,312 

 評価性引当額 △5,872   △7,443 

 繰延税金資産合計 30,333   46,869 

（固定資産及び固定負債）       

繰延税金資産       

税務上の繰越欠損金     2,200   2,000 

会員権評価損 48,323   48,180 

貸倒引当金     7,895   8,719 

投資有価証券評価損     34,705   △48,641 

減損損失 

役員退職慰労引当金 

    52,839 

－ 
  

52,839 

6,872 

その他 －   1,142 

繰延税金資産小計     145,963   71,112 

評価性引当額 △143,433   △61,097 

繰延税金資産合計     2,529   10,014 

繰延税金負債       

のれん償却不足額 2,545   4,582  

その他有価証券評価差額金    37,456   102,880 

繰延税金負債合計     40,001   107,462 

繰延税金資産（負債）の純額     (37,472)       (97,448) 

  
前連結会計年度 

（平成24年12月31日） 
  

当連結会計年度 
（平成25年12月31日） 

法定実効税率     40.69％       38.01％ 

（調整）       

交際費等永久に損金に算入されない項目     8.08   6.74 

受取配当金等永久に益金に算入されない項目     △1.37   △0.65 

住民税均等割     4.69   2.21 

持分法投資損益     0.27   △0.07 

評価性引当額の増減額    △32.38   0.50 

税率変更による期末繰延税金資産の減額修正     △4.02   0.03 

親会社との連結子会社との税率差異     △0.62   △0.36 

その他     0.03   0.11 

税効果会計適用後の法人税等の負担率     15.37   46.52 
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（セグメント情報等） 

ａ．セグメント情報 

前連結会計年度（自平成24年１月１日  至平成24年12月31日）及び当連結会計年度（自平成25年１月１日 

至 平成25年12月31日） 

 当社及び当社の連結子会社は一貫した店舗施設制作を事業内容としており、事業区分が単一セグメントで

あるため、記載を省略しております。 

  

ｂ．関連情報 

前連結会計年度（自平成24年１月１日  至平成24年12月31日） 

１．製品及びサービスごとの情報 

 当社及び当社の連結子会社は一貫した店舗施設制作を事業内容としており、事業区分が単一セグメント

であるため、記載を省略しております。 

  

２．地域ごとの情報 

(1）売上高 

 本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

  

(2）有形固定資産 

 本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。 

  

３．主要な顧客ごとの情報 

 外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載事項

はありません。 

  

当連結会計年度（自平成25年１月１日  至平成25年12月31日） 

１．製品及びサービスごとの情報 

 当社及び当社の連結子会社は一貫した店舗施設制作を事業内容としており、事業区分が単一セグメント

であるため、記載を省略しております。 

  

２．地域ごとの情報 

(1）売上高 

 本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

  

(2）有形固定資産 

 本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。 

  

３．主要な顧客ごとの情報 

 外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載事項

はありません。 

  

ｃ．報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報 

前連結会計年度（自平成24年１月１日  至平成24年12月31日）及び当連結会計年度（自平成25年１月１日  

至平成25年12月31日） 

 該当事項はありません。 

  

ｄ．報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報 

前連結会計年度（自平成24年１月１日  至平成24年12月31日）及び当連結会計年度（自平成25年１月１日  

至平成25年12月31日） 

 該当事項はありません。 
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ｅ．報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報 

前連結会計年度（自平成24年１月１日  至平成24年12月31日）及び当連結会計年度（自平成25年１月１日  

至平成25年12月31日） 

 該当事項はありません。 

  

（関連当事者情報） 

前連結会計年度（自平成24年１月１日 至平成24年12月31日）及び当連結会計年度（自平成25年１月１日 至

平成25年12月31日） 

１．関連当事者との取引 

   該当事項はありません。 

２．親会社又は重要な関連会社に関する注記 

   該当事項はありません。 

  

  

（１株当たり情報） 

  
 （注） １株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりで

あります。 

  

（重要な後発事象） 

該当事項はありません。 

  

前連結会計年度 
（自 平成24年１月１日 

至 平成24年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成25年１月１日 

至 平成25年12月31日） 
  
１株当たり純資産額     533円65銭

１株当たり当期純利益金額 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益

金額 

    28円90銭

28円56銭

１株当たり純資産額 610円67銭

１株当たり当期純利益金額 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益

金額 

39円43銭

38円75銭

  
前連結会計年度 

(自 平成24年１月１日 
至 平成24年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成25年１月１日 
至 平成25年12月31日) 

１株当たり当期純利益金額     

 当期純利益（千円）     211,274 288,309 

 普通株主に帰属しない金額（千円）     － － 

 普通株式に係る当期純利益（千円）     211,274 288,309 

 普通株式期中平均株式数（千株）     7,310 7,311 

      

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額     

 当期純利益調整額（千円）  － － 

 普通株式増加数（千株）  86 128 

  （うちストック・オプション（千株））  （86）  （128） 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり当期純利益金額の算定に含めなかった潜在

株式の概要 

― ― 
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５．個別財務諸表 

（１）貸借対照表 
  

  

    (単位：千円)

  
前事業年度  

(平成24年12月31日)  
当事業年度  

(平成25年12月31日)  

資産の部     

流動資産     

現金及び預金  3,288,495 3,728,250

受取手形  ※１ 171,781 ※１ 194,969

売掛金  2,683,453 4,233,562

リース債権  － 77,027

商品  49,948 29,603

仕掛品  ※３ 439,522 ※３ 744,014

原材料及び貯蔵品  160,409 179,778

前渡金  112,804 24,025

前払費用  30,697 42,354

繰延税金資産  25,133 40,999

未収還付法人税等  12,771 －

その他  132,438 179,964

貸倒引当金  △3,442 △30

流動資産合計  7,104,014 9,474,518

固定資産     

有形固定資産     

建物  645,342 656,314

減価償却累計額  △428,060 △442,818

建物（純額）  217,281 213,495

構築物  14,739 14,739

減価償却累計額  △13,549 △13,784

構築物（純額）  1,189 955

車両運搬具  3,399 3,054

減価償却累計額  △3,186 △1,957

車両運搬具（純額）  212 1,096

工具、器具及び備品  462,499 501,012

減価償却累計額  △330,887 △340,831

工具、器具及び備品（純額）  131,612 160,180

土地  1,694,385 1,694,385

建設仮勘定  － 554

有形固定資産合計  2,044,681 2,070,668

無形固定資産     

のれん  52,857 47,142

ソフトウエア  15,001 25,800

電話加入権  8,258 8,258

その他  － 3,570

無形固定資産合計  76,116 84,771
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    (単位：千円)

  
前事業年度  

(平成24年12月31日)  
当事業年度  

(平成25年12月31日)  

投資その他の資産     

投資有価証券  969,788 1,404,485

関係会社株式  20,550 163,251

出資金  100 30,100

長期貸付金  350 －

従業員に対する長期貸付金  3,454 5,553

関係会社長期貸付金  15,000 －

固定化営業債権  ※２ 48,160 ※２ 48,210

長期前払費用  25,795 23,477

敷金及び保証金  77,875 81,768

会員権  30,150 30,750

その他  8,200 62,557

貸倒引当金  △21,255 △27,951

投資その他の資産合計  1,178,169 1,822,204

固定資産合計  3,298,967 3,977,643

資産合計  10,402,982 13,452,162

負債の部     

流動負債     

支払手形  ※１ 1,669,753 ※１ 2,449,390

買掛金  2,827,967 3,758,781

短期借入金  1,450,000 1,450,000

未払金  86,891 89,717

未払費用  134,845 90,375

未払法人税等  － 271,724

前受金  151,193 553,224

預り金  37,042 36,995

前受収益  11,528 8,173

製品保証引当金  3,190 2,390

賞与引当金  3,657 1,259

受注損失引当金  ※３ 10,214 ※３ 12,319

その他  16,718 74,391

流動負債合計  6,403,003 8,798,743

固定負債     

繰延税金負債  39,672 107,462

その他  8,169 9,952

固定負債合計  47,841 117,415

負債合計  6,450,845 8,916,158
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    (単位：千円)

  
前事業年度  

(平成24年12月31日)  
当事業年度  

(平成25年12月31日)  

純資産の部     

株主資本     

資本金  1,524,493 1,524,493

資本剰余金     

資本準備金  1,716,060 1,716,060

資本剰余金合計  1,716,060 1,716,060

利益剰余金     

利益準備金  76,451 76,451

その他利益剰余金     

繰越利益剰余金  917,743 1,114,616

利益剰余金合計  994,194 1,191,067

自己株式  △473,614 △447,335

株主資本合計  3,761,134 3,984,286

評価・換算差額等     

その他有価証券評価差額金  163,422 515,426

評価・換算差額等合計  163,422 515,426

新株予約権  27,580 36,291

純資産合計  3,952,137 4,536,003

負債純資産合計  10,402,982 13,452,162
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（２）損益計算書 
  

  

    (単位：千円)

  
前事業年度  

(自 平成24年１月１日  
 至 平成24年12月31日)  

当事業年度  
(自 平成25年１月１日  

 至 平成25年12月31日)  

売上高     

制作売上高  17,457,806 19,063,970

商品売上高  157,377 336,208

保守メンテナンス売上高  1,272,848 1,583,326

売上高合計  18,888,032 20,983,504

売上原価     

制作売上原価  ※１ 16,029,375 ※１ 17,126,643

商品売上原価     

商品期首たな卸高  1,596 49,948

当期商品仕入高  166,730 292,157

合計  168,326 342,106

商品期末たな卸高  49,948 29,603

商品売上原価  118,377 312,503

保守メンテナンス売上原価  1,255,681 1,621,290

売上原価合計  17,403,434 19,060,437

売上総利益  1,484,597 1,923,066

販売費及び一般管理費     

販売手数料  57,336 30,020

役員報酬  90,958 111,052

従業員給料及び手当  429,130 422,920

賞与引当金繰入額  562 390

法定福利費  81,856 84,150

業務委託費  70,562 172,088

福利厚生費  22,280 27,936

旅費及び交通費  71,201 82,267

通信費  15,957 18,829

車両費  22,095 23,967

製品保証引当金繰入額  1,515 －

貸倒引当金繰入額  △6,874 3,348

交際費  49,277 90,148

地代家賃  28,428 40,358

租税公課  27,614 28,049

減価償却費  20,243 21,846

顧問料  91,435 109,756

その他  123,637 162,632

販売費及び一般管理費合計  1,197,217 1,429,765

営業利益  287,380 493,300
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    (単位：千円)

  
前事業年度  

(自 平成24年１月１日  
 至 平成24年12月31日)  

当事業年度  
(自 平成25年１月１日  

 至 平成25年12月31日)  

営業外収益     

受取利息  2,340 1,980

受取配当金  16,808 18,506

仕入割引  16,447 17,498

不動産賃貸料  16,076 12,526

業務受託料  4,500 6,000

その他  4,867 6,290

営業外収益合計  61,040 62,803

営業外費用     

支払利息  12,587 11,132

不動産賃貸原価  10,033 6,632

業務委託費  3,487 10,467

その他  2,281 8,392

営業外費用合計  28,389 36,624

経常利益  320,031 519,479

特別利益     

製品保証引当金戻入額  － 800

固定資産売却益  ※２ 375 ※２ 747

投資有価証券売却益  － 9,686

新株予約権戻入益  490 140

特別利益合計  865 11,373

特別損失     

固定資産売却損  ※３ 21 ※３ 493

固定資産除却損  ※４ 912 ※４ 670

貸倒損失  59,710 0

損害賠償金  15,672 －

その他  4,528 －

特別損失合計  80,844 1,164

税引前当期純利益  240,052 529,689

法人税、住民税及び事業税  11,597 261,052

法人税等調整額  23,451 △13,499

法人税等合計  35,048 247,552

当期純利益  205,003 282,136
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制作売上原価明細書 

  （注） 原価計算の方法は、個別原価計算を採用しております。 

保守メンテナンス売上原価明細書 

※ 他勘定振替高は、無償のアフターサービス費の販売費及び一般管理費への振替であります。 

 （注） 原価計算の方法は、個別原価計算を採用しております。 

  

    
前事業年度 

（自 平成24年１月１日 
至 平成24年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成25年１月１日 

至 平成25年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

Ⅰ 材料費       3,362,639 20.9 3,266,730 18.7 

Ⅱ 労務費       953,091 5.9 1,071,687 6.2 

Ⅲ 経費       11,802,465 73.2 13,093,486 75.1 

（うち外注加工費）       (11,517,522) (71.5)     (12,807,682) (73.5) 

当期総制作費用       16,118,197 100.0 17,431,904 100.0 

期首仕掛品たな卸高       334,002   422,824   

合計       16,452,199   17,854,728   

期末仕掛品たな卸高       422,824   728,084   

当期制作売上原価       16,029,375   17,126,643   

    
前事業年度 

（自 平成24年１月１日 
至 平成24年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成25年１月１日 

至 平成25年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

Ⅰ 材料費       309,836 24.5 589,875 36.6 

Ⅱ 労務費       323,787 25.6 334,698 20.7 

Ⅲ 経費       631,370 49.9 689,540 42.7 

（うち外注加工費）       (495,837) (39.2)     (526,111) (32.6) 

当期総保守メンテナンス
費用 

      1,264,994 100.0 1,614,115 100.0 

他勘定振替高 ※     △975   －   

期首仕掛品たな卸高       8,359   16,698   

合計       1,272,379   1,630,813   

期末仕掛品たな卸高       16,698   15,929   

当期保守メンテナンス売
上原価 

      1,255,681   1,614,883   
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（３）株主資本等変動計算書 

前事業年度（自 平成24年１月１日 至 平成24年12月31日） 

  

  

              (単位：千円)

  株主資本

  

資本金  

資本剰余金 利益剰余金

自己株式  
株主資本
合計  

  
資本準備金

資本剰余金
合計  利益準備金

その他利益
剰余金 利益剰余金

合計    
繰越利益剰
余金

当期首残高  1,524,493 1,716,060 1,716,060 76,451 763,914 840,366 △473,592 3,607,328

当期変動額        

剰余金の配当    △51,175 △51,175   △51,175

当期純利益    205,003 205,003   205,003

自己株式の取得      △22 △22

株主資本以外の項目の当期変動額
（純額）                 

当期変動額合計  － － － － 153,828 153,828 △22 153,805

当期末残高  1,524,493 1,716,060 1,716,060 76,451 917,743 994,194 △473,614 3,761,134

         

  評価・換算差額等
新株予約権 純資産合計

  
その他有価証券評価差額
金  評価・換算差額等合計

当期首残高  29,277 29,277 28,070 3,664,676

当期変動額         

剰余金の配当        △51,175

当期純利益        205,003

自己株式の取得        △22

株主資本以外の項目の当期変動額
（純額）  134,144 134,144 △490 133,654

当期変動額合計  134,144 134,144 △490 287,460

当期末残高  163,422 163,422 27,580 3,952,137
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当事業年度（自 平成25年１月１日 至 平成25年12月31日） 

  

  

              (単位：千円)

   株主資本

   

資本金  

資本剰余金 利益剰余金

自己株式  
株主資本
合計  

   
資本準備金

資本剰余金
合計  利益準備金

その他利益
剰余金 利益剰余金

合計     
繰越利益剰
余金

当期首残高  1,524,493 1,716,060 1,716,060 76,451 917,743 994,194 △473,614 3,761,134

当期変動額        

剰余金の配当    △73,106 △73,106   △73,106

当期純利益    282,136 282,136   282,136

自己株式の処分    △12,157 △12,157   26,279 14,122

自己株式処分差損の振替    12,157 12,157   △12,157 △12,157   －

株主資本以外の項目の当期変動額
（純額）                 

当期変動額合計  － － － － 196,872 196,872 26,279 223,151

当期末残高  1,524,493 1,716,060 1,716,060 76,451 1,114,616 1,191,067 △447,335 3,984,286

         

   評価・換算差額等
新株予約権 純資産合計

   
その他有価証券評価差額
金  評価・換算差額等合計

当期首残高  163,422 163,422 27,580 3,952,137

当期変動額         

剰余金の配当        △73,106

当期純利益        282,136

自己株式の処分        14,122

自己株式処分差損の振替        －

株主資本以外の項目の当期変動額
（純額）  352,003 352,003 8,711 360,714

当期変動額合計  352,003 352,003 8,711 583,866

当期末残高  515,426 515,426 36,291 4,536,003
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（４）個別財務諸表に関する注記事項 

（継続企業の前提に関する注記） 

   該当事項はありません。 

（重要な会計方針） 

１ 有価証券の評価基準及び評価方法 

(1) 子会社株式及び関連会社株式 

  移動平均法による原価法を採用しております。 

(2) その他有価証券 

  時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法

により算定）を採用しております。 

  時価のないもの 

 移動平均法による原価法を採用しております。 

２ たな卸資産の評価基準及び評価方法 

(1) 商品・原材料・仕掛品 

  個別法による原価法(貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定)を採

用しております。 

(2) 貯蔵品 

 最終仕入原価法による原価法(貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により

算定)を採用しております。 

３ 固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産（リース資産を除く） 

 ①レンタル器具 

 経済的、機能的な実情を勘案した合理的な耐用年数に基づいた定額法で処理しております。 

 ②レンタル器具以外 

  定率法 

  ただし、平成10年４月１日以降取得した建物（附属設備を除く）については、定額法を採用しておりま

す。 

  なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。 

(2) 無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法 

  なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいております。

(3) リース資産 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

 なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年12月31日以前のリ

ース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

(4) 長期前払費用 

 定額法 

 なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。 

４ 引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

(2) 製品保証引当金 

  売上にかかわる瑕疵担保責任に備えるため、売上高に対する過去の保証実績率により計上しております。

 (3) 賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に備えるため、賞与支給見込額の当期の負担額を計上しております。 

（4）受注損失引当金 

 受注契約の損失に備えるため、当事業年度末の請負案件のうち損失の発生が見込まれ、かつ、その金額を

合理的に見積もることが可能な請負案件については、翌事業年度以降に発生が見込まれる損失額を計上して

おります。 
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５ 収益及び費用の計上基準 

売上高及び売上原価の計上基準 

① 当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる制作に係る請負案件 

  工事進行基準（請負案件の進捗率の見積りは原価比例法） 

② その他の制作に係る請負案件 

工事完成基準 

 ６ その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

税抜方式を採用しております。 

  

（会計方針の変更） 

該当事項はありません。 
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（貸借対照表関係） 

※１ 決算期末日満期手形の会計処理については、事業年度の末日が金融機関の休日でしたが、満期日に決済

が行われたものとして処理しております。事業年度末日満期手形の金額は次のとおりであります。 

  

※２ 固定化営業債権は、財務諸表等規則第32条第１項第10号に規定する債権であります。 

  

※３ 損失が見込まれる請負案件に係るたな卸資産と受注損失引当金は、相殺せずに両建てで表示しておりま

す。 

   損失の発生が見込まれる請負案件に係るたな卸資産のうち、受注損失引当金に対応する金額は次のとお

りであります。 

  

 ４ 当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行１行と当座貸越契約を締結しております。当該

契約に基づく借入未実行残高は次のとおりであります。 

  

  

（損益計算書関係） 

※１ 売上原価に含まれている受注損失引当金繰入額 

  

※２ 固定資産売却益の内容は、次のとおりであります。 

  

※３ 固定資産売却損の内容は、次のとおりであります。 

  

※４ 固定資産除却損の内容は、次のとおりであります。 

  

  
前事業年度 

（平成24年12月31日） 
当事業年度 

（平成25年12月31日） 

受取手形     2,052千円 17,092千円 

支払手形     5,089 17,453 

  
前事業年度 

（平成24年12月31日） 
当事業年度 

（平成25年12月31日） 

仕掛品 10,214千円 12,319千円 

  
前事業年度 

（平成24年12月31日） 
当事業年度 

（平成25年12月31日） 

当座貸越極度額     100,000千円 100,000千円 

借入実行残高     － － 

差引額     100,000 100,000 

前事業年度 
（自 平成24年１月１日 
至 平成24年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成25年１月１日 

至 平成25年12月31日） 

    10,214千円 12,319千円 

前事業年度 
（自 平成24年１月１日 
至 平成24年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成25年１月１日 

至 平成25年12月31日） 

工具、器具及び備品     375千円 工具、器具及び備品 667千円 

  － 車両運搬具 79千円 

前事業年度 
（自 平成24年１月１日 
至 平成24年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成25年１月１日 

至 平成25年12月31日） 

工具、器具及び備品 21千円   493千円 

前事業年度 
（自 平成24年１月１日 
至 平成24年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成25年１月１日 

至 平成25年12月31日） 

工具、器具及び備品     912千円   670千円 
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（株主資本等変動計算書関係） 

前事業年度（自 平成24年１月１日 至 平成24年12月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加０千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

  

当事業年度（自 平成25年１月１日 至 平成25年12月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）普通株式の自己株式の株式数の減少は、新株予約権の行使による減少であります。 

  

（リース取引関係） 

（借主側） 

１．ファイナンス・リース取引 

所有権移転外ファイナンス・リース取引 

① リース資産の内容 

  該当事項はありません。 

② リース資産の減価償却の方法 

 重要な会計方針「３．固定資産の減価償却の方法」に記載のとおりであります。 

  

 なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が、平成20年12月31日以前

のリース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっており、その内容は次

のとおりであります。 

  

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

  

  

  

（注） 取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、支払利子

込み法により算定しております。 

  

  
当事業年度期首株
式数（千株） 

当事業年度増加株
式数（千株） 

当事業年度減少株
式数（千株） 

当事業年度末株式
数（千株） 

普通株式     553     0     －     553 

合計     553     0     －     553 

  
当事業年度期首株
式数（千株） 

当事業年度増加株
式数（千株） 

当事業年度減少株
式数（千株） 

当事業年度末株式
数（千株） 

普通株式 553 － 30 522 

合計 553 － 30 522 

（単位：千円）

  
前事業年度（平成24年12月31日） 

取得価額相当額 減価償却累計額相当額 期末残高相当額 

車両運搬具     3,812     3,071     741 

合計     3,812     3,071     741 

（単位：千円）

  
当事業年度（平成25年12月31日） 

取得価額相当額 減価償却累計額相当額 期末残高相当額 

車両運搬具 3,812 3,706 105 

合計 3,812 3,706 105 
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(2）未経過リース料期末残高相当額等 

  

（注） 未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により算定しております。 

  

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償却費相当額及び減損損失 

  

  

(4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

  

（減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失はありません。 

  

２．オペレーティング・リース取引 

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料 

  

  

（有価証券関係） 

 子会社株式及び関連会社株式（当事業年度の貸借対照表計上額は子会社株式153,701千円、関連会社株式9,550

千円、前事業年度の貸借対照表計上額は子会社株式11,000千円、関連会社株式9,550千円）は、市場価格がな

く、時価を把握することが極めて困難と認められることから、記載しておりません。 

  

（単位：千円）

  
前事業年度 

（平成24年12月31日） 
当事業年度 

（平成25年12月31日） 

未経過リース料期末残高相当額     

１年内     635 105 

１年超     105 － 

合計     741 105 

（単位：千円）

  
前事業年度 

（自 平成24年１月１日 
至 平成24年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成25年１月１日 

至 平成25年12月31日） 

支払リース料     635 105 

減価償却費相当額     635 105 

（単位：千円）

  
前事業年度 

（平成24年12月31日） 
当事業年度 

（平成25年12月31日） 

１年内     2,095 8,381 

１年超     － 27,241 

合計     2,095 35,623 
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（税効果会計関係） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

  

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳 

  

  
前事業年度 

（平成24年12月31日） 
  

当事業年度 
（平成25年12月31日） 

（流動資産） 

繰延税金資産 
      

税務上の繰越欠損金 

未払事業税 

   4,551千円

136 
  

   －千円

20,206 

未払事業所税     2,280   2,280 

未払賞与 

賞与引当金 

業務委託費 

受注損失引当金 

たな卸資産評価損 

    10,118 

1,390 

－ 

3,882 

5,756 

  

－ 

478 

12,378 

4,682 

7,275 

その他     2,774   973 

繰延税金資産小計     30,890   48,274 

 評価性引当額 △5,756   △7,275 

 繰延税金資産合計 25,133   40,999 

（固定資産及び固定負債）       

繰延税金資産       

会員権評価損 48,323   48,180 

貸倒引当金     7,895   8,719 

投資有価証券評価損     34,705   △48,641 

減損損失     52,839   52,839 

繰延税金資産小計     143,763   61,097 

評価性引当額 △143,433   △61,097 

繰延税金資産合計     329   － 

繰延税金負債       

のれん償却不足額 2,545   4,582 

その他有価証券評価差額金    37,456   102,880 

繰延税金負債合計     40,001   107,462 

繰延税金資産（負債）の純額     (39,672)       (107,462) 

  
前事業年度 

（平成24年12月31日） 
  

当事業年度 
（平成25年12月31日） 

法定実効税率     40.69％       38.01％ 

（調整）       

交際費等永久に損金に算入されない項目     8.41   6.79 

受取配当金等永久に益金に算入されない項目     △1.42   △0.66 

住民税均等割     4.83   2.19 

評価性引当額の増減額     △33.72   0.48 

税率変更による期末繰延税金資産の減額修正     △4.18   0.03 

その他    △0.01   △0.10 

税効果会計適用後の法人税等の負担率     14.60   46.74 
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（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりで

あります。 

  

（重要な後発事象） 

該当事項はありません。 

  

前事業年度 
（自 平成24年１月１日 
至 平成24年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成25年１月１日 

至 平成25年12月31日） 
  
１株当たり純資産額     536円83銭

１株当たり当期純利益金額 

潜在株式調整後1株当たり当期純利益金

額 

    28円04銭

27円71銭

１株当たり純資産額 612円92銭

１株当たり当期純利益金額 

潜在株式調整後1株当たり当期純利益金

額 

38円59銭

37円92銭

  
前事業年度 

(自 平成24年１月１日 
至 平成24年12月31日) 

当事業年度 
(自 平成25年１月１日 
至 平成25年12月31日) 

１株当たり当期純利益金額     

 当期純利益（千円）     205,003 282,136 

 普通株主に帰属しない金額（千円）      － － 

 普通株式に係る当期純利益（千円）     205,003 282,136 

 普通株式期中平均株式数（千株）     7,310 7,311 

      

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額     

 当期純利益調整額（千円） － － 

 普通株式増加数（千株） 86 128 

  （うちストック・オプション（千株）） （86） （128） 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり当期純利益金額の算定に含めなかった潜在

株式の概要 

― ― 
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６．その他 

    役員の異動 

     該当事項はありません。 
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